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１．住宅建築物耐震10ヵ年戦略・大阪 概要
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２．耐震化率（府民みんなでめざそう値）の

進捗状況











大阪府（５）多数の者が利用する建築物の耐震化の状況
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所管省庁 指標名 全国 大阪府 時点（年）
⽂部科学省 公⽴⼩中学校施設の構造体の耐震化率 99.6％ 99.7％ 2021
⽂部科学省 私⽴学校施設の耐震化率（⾼校等以下） 92.3％ 92.8% 2020
総務省 防災拠点となる体育館の耐震化率 88.1％ 94.0％ 2020

厚⽣労働省 社会福祉施設等の耐震化率 89.6％ 86.1% 2016
厚⽣労働省 病院全体の耐震化率 77.3％ 69.6％ 2020
警察庁 警察本部及び警察署の耐震化率 97％ 100% 2020
総務省 消防庁舎の耐震化率 93.9％ 97.2% 2020
総務省 防災拠点となる公共施設等の耐震化率 95.1％ 98.2% 2020

大阪府 公共 ⺠間

社会福祉施設等の耐震化率※1 86.1％ 88.0% 85.8%
病院全体の耐震化率%※2 69.6% 94.6%※3 67.7%

【 参 考 】

※1 平成28年3⽉末時点（厚⽣労働省 平成29年12月25日）より推計
※2 令和2年9月1⽇時点（厚⽣労働省 令和３年7月20日）より推計
※3 国⽴、独⽴⾏政法⼈、国⽴⼤学法⼈は⺠間に含む

※各省庁の発表資料より
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３．目標達成のための具体的な取組



大阪府

Ⅰ.住宅
(ⅰ）木造住宅
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Ⅰ.住宅
（ⅱ）分譲マンション
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Ⅱ.大規模建築物
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Ⅲ．広域緊急交通路沿道建築物
（ⅰ）建物
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Ⅲ．広域緊急交通路沿道建築物
（ⅱ）コンクリートブロック塀等
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４．目標達成へ向けた今後の取組
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【参考】木造住宅の耐震化に係る
他都道府県等の状況・取組等

○耐震化の状況

○各都道府県の取組等
都府県 補助額の上限 補助の有無 特徴的な施策通常の耐震改修以外※1 解体
東京都 100万円 無 有 ・⽊造住宅耐震改修事業者の養成及び公表

・固定資産税や都市計画税を全額免除(改修１年間、建替え3年間)
静岡県 100万円 耐震シェルター 有 ・耐震性のない住宅の建て替えに係る住宅ローンの優遇制度

・静岡県耐震診断補強相談士を養成し、登録
愛知県 100万円 段階的改修※2、1階のみ

1.0以上、耐震シェルター 有 ・低価格耐震改修工法の開発や評価・普及
・住宅の改修時の仮住居の提供（公的賃貸住宅などの活⽤）

高知県 155万3千円 段階的改修※２、1階のみ
1.0以上 有 ・⾼知県住宅・建築物耐震改修⽀援機関※３

・低コスト⼯法や耐震診断を省略して設計から実施する仕組みの普及
大阪府 40万円(高齢者等

への割増20万円)
評点0.7以上若しくは1階の
み1.0以上、耐震シェルター 無 ・まちまるごと耐震化支援事業

・⽊造住宅耐震診断技術者紹介制度
注釈 ※１.耐震改修後の上部構造評点1.0以上とする改修以外の、評点0.7以上1.0未満となる改修や耐震シェルターの設置等

※2. 通常の耐震改修工事を二段階に分けて⾏う改修（上部構造評点1.0未満の改修）
※3. 既存の住宅及び建築物の耐震改修の促進を図るために、住宅及び建築物の耐震化促進事業に関する技術的な⽀援業務を実施する団体を登録する制度

都府県 住宅全般 ⽊造住宅等
耐震化率 ⼾数 耐震化率 ⼾数

東京都
（R１年度末) 92.0% 約690万⼾ ⽊造⼾建住宅 86.0% 約165万⼾
静岡県
（H30年） 89.3% 約143万⼾ ⽊造住宅 85.4％

※共同住宅等含む 約92万⼾

愛知県
（R2年度末） 91.2% 約311万⼾ ⼾建住宅 約84.1%

※⾮⽊造住宅含む 約157万⼾
高知県
（R2時点） 86% （耐震性不⾜の住宅

約4万⼾） - ー

大阪府
（R2年推計) 88.7% 約398万⼾ ⽊造⼾建住宅 約80% 約142万⼾



大阪府
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【参考】分譲マンションの耐震化に係る
他都道府県等の状況・取組等

○耐震化の状況（全国の耐震化率の状況）

○『分譲マンション』に特化した補助制度を創設しているのは東京都と⼤阪府のみ
その他の都道府県については、⾮⽊造住宅を対象とした補助制度で対応。

診断︓17府県 埼⽟県、千葉県、神奈川県、⻑野県、岐⾩県、静岡県、愛知県、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌⼭県、鳥取県、
岡山県、山口県、徳島県、佐賀県

設計︓ 7府県 埼玉県、神奈川県、静岡県、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県

改修︓11道県 北海道、埼⽟県、神奈川県、⻑野県、岐⾩県、静岡県、愛知県、兵庫県、和歌山県、鳥取県、徳島県

○都道県の特徴的な取組
【東京都】
・建替えや除却も補助対象
・アドバイザー派遣などの支援策

【愛知県（名古屋市）】
・段階的改修も補助対象

都府県 住宅全般 共同住宅等
耐震化率 ⼾数 耐震化率 ⼾数

東京都
（R１年度末) 92.0% 約690万⼾ ⾮⽊造共同住宅 94.5%

うちマンション 94.4％
約433万⼾
約132万⼾

静岡県
（H30年） 89.3% 約143万⼾ ⾮⽊造住宅 96.4％

※⼾建住宅含む 約51万⼾
愛知県

（R2年度末） 91.2% 約311万⼾ 共同住宅 約95.5% 約150万⼾
大阪府
（R2年推計) 88.7% 約398万⼾ 共同住宅 約94％ 約256万⼾
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【建物】
○診断義務付け路線の指定、公表状況等（路線を追加した場合等は、進んでいる内容で記載）

公表済 7都府県（東京都、愛知県、大阪府、滋賀県、岐阜県、広島県、徳島県）
報告期限済 9県（神奈川県、⾼知県、⾹川県、三重県、岡⼭県、福島県、佐賀県、静岡県、埼⽟県）
報告期限前 5府県（千葉県、群⾺県、京都府、和歌山県、島根県）

○ 耐震化の進捗状況と主な施策（診断結果公表済みのもの）
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【参考】広域緊急交通路沿道建築物の耐震化に係る
他都道府県等の状況・取組等

【ブロック塀等】
○診断義務付け路線の指定状況等

都府県 義務開始 報告期限 対象
東京都 令和２年４⽉ 令和４年３⽉ 政令のまま
大阪府 令和２年３⽉ 令和４年９⽉ 規則で規定
愛知県 令和３年３⽉ 令和６年12月 政令のまま
岡山県 令和３年３⽉ 令和８年３⽉ 政令のまま

【政令】
前⾯道路に⾯する部分の⻑さが 25ｍを超え、
かつ、その前⾯道路に⾯する部分のいずれかの
高さが、当該部分から当該前⾯道路の境界線
までの⽔平距離に当該前⾯道路の幅員の２
分の１に相当する距離を 加えた数値を 2.5で
除して得た数値を超えるブロック塀等であって、
建物に附属するもの。

都府県 公表日 対象棟数 耐震性あり棟数 進捗率 主な施策

東京都 平成29年3月 4,845 2,467 50.9%
建替えへの補助
個別訪問
専⾨家派遣制度
耐震化の状況を地図を用いて公表

愛知県 平成29年3月 525 115 21.9% 個別訪問

滋賀県 令和2年4月 13 4 30.7% 個別訪問

大阪府 平成30年3月 283 86 30.4%
個別訪問
⼤阪府耐震プロデューサー派遣制度
耐震化の状況を地図を用いて公表


